















マネジメント・コントロール（MC）は , 組織目的の達成に向けて組織メンバーを動機づけ , 
望ましい行動を実行するように誘導するべく , マネジャーが組織行動のパターンを維持また
は変更させるために用いる , 公式な情報に基づいた手順や手続きである。本研究の目的は , 組
織が持つ構造的な特性としての「慣性」に着目したうえで , その発生要因として論じられて
いる「組織変化の阻害要因」と MC としての Simons（1995）の Levers of Control（LOC）, 
および組織パフォーマンスが関連するメカニズムを探索することである。構造方程式モデリ
ングによる分析の結果 , LOC の活用と組織の変化を妨げる外部要因および内部要因との間に
正の関連性があること , さらに既存研究とは異なる LOC 内部における相互作用が存在するこ




望ましい行動を実行するように誘導するべく（澤邉・飛田 , 2009）, マネジャーが組織行動の
パターンを維持または変更させるために用いる , フォーマルな情報に基づいた手順や手続き




ンバーの望ましい行動パターンを導出する MC」の密接な関連性を考慮すると , MC 研究にお
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いて組織コンテクストを併せて議論することは , 学術的のみならず実務的にも有益と言えよ
う。
　そして , この MC と組織コンテクストとの関連性については多くの既存研究が存在する。
具体的には , MC と組織規模（福島 , 2011 ; 飛田 , 2012 ; Hoque and James, 2000 ; 朴・浅田 , 
2003 ; 吉田・妹尾 , 2010 など）や組織の成長ステージ（福島 , 2012a ; Davila, 2005 ; Davila et 
al., 2006 ; Revilino and Mouritsen, 2009 など）, 組織の劣化現象（福島 , 2012b）, 組織文化（澤
邉・飛田 , 2009）などが挙げられる。これらは概ね , 経営者の意思決定や組織行動に伴う組織
の変容と MC との関わりを論じたものである。
　 他 方 で , 組 織 は そ れ 自 体 が「 集 団 浅 慮（ groupthink ）」（ Janis, 1982 ） や「 同 型 化
（ isomorphism ）」（ DiMaggio and Powell, 1983 ）, 「 組 織 の 慣 性（ organizational inertia ）」
（Hannan and Freeman, 1977 ; 1984 ほか）といった , 構造的な特性を持つことが分かってい
る（新改 , 2018a ; 2018b）。これらの特性は企業に固有の要因ではなく , 組織が組織である以
上必然的に内包し得るものであり , 組織のパフォーマンスと MC との関りを議論する上で考




　本研究の構成は以下の通りである。まず第 2 節で分析の枠組みを提示した上で , 第 3 節で
先行研究の概観と仮説の設定を行う。次に第 4 節で分析方法を述べ , 第 5 節で分析の結果を
説明する。さらに第 6 節で考察を行い , 最後に第 7 節で研究の限界と今後の展望を述べる。
2　分析の枠組み
（1）Simons（1995）の Levers of Control
　本研究では MC の概念として Simons（1995）の Levers of Control（LOC）を用いる。
LOC を採用する理由は次の 2 点である。第 1 に , マネジメント・コントロール・パッケージ
に関連する文献の中では最も頻繁に引用されており（佐久間ほか , 2013）, 豊富な既存研究を







　以下 , LOC の構成要素である 4 つのコントロール・レバーとそれらの相互関連性について , 
Simons（1995）の記述に基づき簡潔に述べる。第 1 に , 信条（belief）コントロールは , 会社
のクレドや社是・社訓といった明示的な手段を通して , 意図的に組織のコアバリューに関す
る情報を組織メンバーに伝達することで , 組織全体での機会探索を奨励し , 組織が向かうべき
正しい方向へ導くコントロールである。第 2 に , 境界（boundary）コントロールは , 組織内
での行動規範を明示することで組織メンバーの行動にある一定の制限をかけるコントロール
である。この制限によって , 容認されうる機会探索の範囲が伝達され , 組織メンバーが注力す
べき方向性が明確になるとされている。第 3 に , 診断（diagnostic）コントロールは , 組織の
パフォーマンスを監視し , 事前に設定された基準からの乖離を異常値として測定・修正する
ために活用されるコントロールである。代表的な例としては , 予算管理制度や業績管理シス
















くなるとしている（Hannan and Freeman, 1984）。この点については , 例えば小沢（2014）
が「組織慣性が強いならば組織変革が容易でなくなり , 組織は環境変化に対処できない場合
も考えられる。よって , 組織変革を行う上では組織慣性を克服できるかが問題となる。」と論
じるなど , 特に組織変革論において強調されている。そして , 組織の変化を妨げる要因につい
ては , Hannan and Freeman（1977）が「組織内部の制約」および「組織外部からの圧力」と
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して , それぞれ 4 点ずつ列挙している（表 1）。ここで述べた各要因が大きくなるほど , 組織
の変化が妨げられることになる 1（Hannan and Freeman, 1977）。
3　先行研究
　前節で述べたように , LOC は , 相互補完的に活用される際にその効力を発揮する（Simons, 
1995）。既存の実証研究では , Bisbe and Otley（2004）や Bisbe and Malagueño（2009）, 
Henri（2006）など , 主に診断型コントロールと双方向コントロールの相互作用に焦点を当
てた議論がなされてきた。しかし , 残る信条コントロールと境界コントロールについては , 
Simons（1995）や Davila（2005）など , 理論的な検討にとどまるものが多い（福島 , 2012a）。
さらに , 本研究と同様に 4 つのコントロール・レバーを全て織り込んだモデルでの研究とし
ては , Widener（2007）, 及び Widener の主張するモデルをもとに熊本県・福岡市の中小企業
を対象として実証を行った飛田（2012）が挙げられる。両者の研究は , LOC 間の相互作用を
一つの因果モデルで分析し , 有効な示唆を提示しているという点において , いずれも意義のあ


















　また , 組織コンテクストと MC との関連性に着目すると , 第 1 節でも述べたように MC と
組織規模や組織の成長ステージ , 組織の劣化現象 , 組織文化など , 多くの先行研究がある。し
かし , 組織変化の阻害要因が MC に与える影響については , Hannan and Freeman の提唱す
る「構造的慣性」が LOC とイノベーション実績との関連性に与える調整効果について新改
（2018b）が分析しているものの , MC と組織変化の阻害要因 , ならびに組織のパフォーマンス
がどのようなメカニズムで関連しているかについての研究は見当たらない。そこで本研究で
は , 「MC としての LOC と組織変化の阻害要因 , および組織のパフォーマンスはどのようなメ





　Simons（1995）が双方向コントロールの概念を提示して以降 , MC が組織のイノベーショ
ンに貢献可能であると主張する先行研究が発表されている（横田 , 2011）。一方で日本におい
ては , イノベーション研究は盛んではあるものの , それと MC との関連性についてはいまだ
研究途上であるとされている（横田 , 2011）。イノベーションの類型については , Tushman 
and Anderson（1986）や Utterback（1994）の「革新的（disruptive）イノベーション」「漸
進的（incremental）イノベーション」や , March（1991）の exploration と exploitation など , 
研究者によって様々な議論がなされているが , おおむね共通しているのは非連続的イノベー
ションと漸進的イノベーションの 2 つの分類である（横田 , 2011）。本研究では横田（2011）
の主張 , ならびに本研究と類似した研究である福島（2012a ; 2012b）に倣い , イノベーション
の類型として「革新的イノベーション」および「漸進的イノベーション」を採用し , 関連仮
説を設定する。
　まず , イノベーションは「革新的」, 「漸進的」を問わず , 企業業績に対してポジティブな影




いると言えるが , 組織変化を阻害する要因ならびに MC を含めたモデルの中での因果関係の
推定が行われているわけではない。そこで , 本研究では以下の仮説を設定し , 構築した仮説モ
デルの中での有意性を検討する。
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仮説 1a :  革新的および漸進的イノベーションは , 企業業績に対して正の関連性を持つ。
仮説 1b :  革新的イノベーションは , 漸進的イノベーションに対して正の関連性を持つ。
（2）LOC とイノベーションとの関連性
　新改（2018b）は , 日本企業の経営者および役員を対象に行ったインターネット質問表調査
の重回帰分析を通じて , 信条コントロールおよび境界コントロールの活用が , それぞれ革新
的・漸進的両方のイノベーションに対して正の関連性があること , さらに双方向コントロー
ルの活用が漸進的イノベーションに対して正の関連性があることを示唆している。その一方
で , Widener（2007）や飛田（2012）は , 信条コントロールが他の 3 つのコントロール・レ





仮説 2a :  信条コントロールの活用は , 革新的イノベーション実績および漸進的イノベーショ
ン実績に対して正の関連性を持つ。
仮説 2b :  境界コントロールの活用は , 革新的イノベーション実績および漸進的イノベーショ
ン実績に対して正の関連性を持つ。
仮説 2c :  双方向コントロールの活用は , 漸進的イノベーション実績に対して正の関連性を 
持つ。
（3）LOC 内の相互作用
　Widener（2007）および飛田（2012）は , 4 つのコントロール・レバー間の相互作用につい
て , 企業のコアバリューが信条コントロールによって定められることによって , それをベー
スに境界コントロールとして行動規範が決定され , コアバリューの実現のために診断コント
ロールとしての重要評価測定指標による成果測定が行われ , さらに理念やビジョンを反映さ





によって分析している。その結果 , 信条コントロールが他の 3 つのコントロールに正の影響
を与える可能性 , また境界コントロールと双方向コントロールが診断コントロールに正の影
響を与える可能性が示唆された（Widener, 2007 ; 飛田 , 2012）。その一方で , 本論点について
の実証研究は先述のとおりまだ少なく , コントロール・レバー間の相互作用については更な
る研究の余地があると考える。そこで , 以下の仮説を新たに設定する。
　第 1 に , 信条コントロールによって設定されるコアバリューや理念 , ビジョンは , 全ての経
営活動の出発点になると考えられるため , Widener（2007）および飛田（2012）と同じく , 信
条コントロールの活用は他の 3 つのコントロール・レバーの活用に対して正の関連性を持つ
という仮説を設定する。
仮説 3a :  信条コントロールの活用は , 境界コントロール , 診断コントロールおよび双方向コ
ントロールの活用に対して正の関連性を持つ。
　第 2 に , 境界コントロールによって定められる行動規範は , 組織メンバーが行うべき行動と
行ってはいけない行動を規定する。この行動範囲は業績評価基準の設定に影響を与えるだけ
でなく , 双方向的な議論の方向性を規定すると考えられる。従って , 境界コントロールの活用
は診断コントロールと双方向コントロールの活用に対して正の関連性を持つという仮説を設
定する。
仮説 3b :  境界コントロールの活用は , 診断コントロールおよび双方向コントロールの活用に
対して正の関連性を持つ。
　第 3 に , 双方向コントロールによって組織内での議論の活性化がなされるうえでは , 診断コ
ントロールの活用によって得られる活動成果や重要評価測定指標 , および指標と成果の差異
としての異常値の情報などが重要な要素であると考えられる。すなわち , 診断コントロール
が積極的に活用され , もたらされるフィードバックの範囲や情報量が増大することによって , 
組織内の双方向の議論が活発になされると考えられる。従って , 診断コントロールの活用は , 
双方向コントロールの活用に対して正の関連性を持つという仮説を設定する。
仮説 3c :  診断コントロールの活用は , 双方向コントロールの活用に対して正の関連性を持つ。
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（4）MC と組織変化の阻害要因との関連性
　第 2 節にて述べたように , 組織の変化を妨げる要因については Hannan and Freeman（1977）
が「組織内部の制約」および「組織外部からの圧力」として , それぞれ 4 点ずつ列挙してい
る。以下 , 組織内部の制約と組織外部の圧力はそれぞれ別個に MC と関連するという前提を
置き , 仮説設定を試みる。
　まず , 組織外部の圧力は「規制による参入・退出障壁」「情報の制約」「正当性の有無」「集
団合理性」であった（Hannan and Freeman, 1977）。これらの個別要素は , それぞれ MC の
活用を増加させることが考えられる。第 1 に , 法律等の規制は , 組織の社会的な活動の範囲を
規定するものであり , それに伴って組織メンバーの行動範囲にも影響を及ぼすと考えられる。
また , 規制からの逸脱が発生した場合 , 診断コントロールの活用によってイレギュラーなパ




は , よりコストのかかる議論を増加させ , 双方向コントロールの活用を拡大することが考え
られる。第 3 に , 顧客やベンダー , 株主等の外部関係者の意向に適合したいと考える場合 , よ
りそれらに対して正当性を獲得しやすい理念やビジョンを策定する可能性がある。この場合 , 
信条コントロールの活用に影響を与えることになろう。第四に , 外部環境における同質化が




仮説 4a :  組織変化を妨げる外部の圧力は , 4 つのコントロール・レバーに対して正の関連性を
持つ。
　次に , 組織内部の制約は「埋没コスト」「情報の制約」「社内調整」「歴史由来の規範」で
あった（Hannan and Freeman, 1977）。4 つのコントロール・レバーの活用は , これら組織内
部の制約を増加させる可能性がある。第 1 に , 組織メンバーに伝達される理念やビジョンは , 
それ自体が , 組織の辿ってきた歴史や創業者の想いが反映されたものであると考えられる。
従って , 信条コントロールの活用は歴史的規範の影響を増大させる方向へ働く可能性がある。




能な行動も制限されることになる。その結果 , 埋没コストが増加する可能性がある。また , 境
界コントロールが行動を制約することによって , 組織外部および内部の情報取得も制限され
るかもしれない。第 3 に , 診断コントロールの活用によって異常値の測定とそれについての
フィードバックが行われる際には , 組織内における意見の調整が増加する可能性がある。第 4
に , 双方向コントロールの活用によって組織内の活発な議論が促進されると , それに伴う調整
業務が増加し , 結果として社内調整コストが増加すると考えられる。また , 促進された議論に
よって , 事実上の組織内規範が形成されることもあろう。以上の検討から , 次の仮説を設定す
る。




の圧力が増加すると , 既存の資産やノウハウの陳腐化が促進されたり , 外部情報のサーチが追
い付かず , 常に限定的な情報による意思決定を強いられたりする可能性がある。また , 外部の
圧力が増加することによって , より社内における調整が促進される可能性もあろう。以上の
検討から次の仮説を設定する。
仮説 4c :  外部の圧力は内部の制約に対して正の関連性を持つ。
　以上の仮説を統合させた分析モデル仮説が図 1 である。この分析モデル仮説を , 次節以降
で構造方程式モデリングによって検証する。
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4　分析方法
（1）調査対象
　分析のために用いるデータは , 株式会社マクロミルの Web サーベイを活用して収集した。




　調査会社が提供する Web サーベイが持つ特徴として , 勤務先の企業名や回答者の属性に関










500 件と設定した。その上で , 当該目標件数を超過するまで回収期間を延長する手法を採用し
た結果 , 2018 年 4 月 10 日および 11 日の 2 日間で回収を終了した。総回答者数 633 件であった。
　このうち , 欠損値がなく , かつ「革新的イノベーション実績」関連項目として設定した「新
たに市場に投入した製品/サービスの売上高」項目および「新たに市場に投入した製品/サー
ビスの利益率」項目に対し「ない」と回答した 133 件を除いた結果 , 分析に用いる有効サン
プルは 500 件となった。
（2）変数
　本研究の質問項目は , Henri（2006）, Widener（2007）, 福島（2012a）ならびに福島（2012b）
等の先行研究で既に使用されている項目を一部修正して採用した。
　組織変化を阻害する要因については , 第 2 節で述べた Hannan and Freeman（1977）が定
義する「変化を妨げる内部制約」4 項目・「変化を妨げる外部圧力」4 項目に基づき , 独自に
質問項目を作成した。
　質問項目については , 組織変化を阻害する要因となる内部制約および外部圧力を除き , 先
述した先行研究において既に因子分析による信頼性の確認ができているものを採用している。
組織変化を阻害する要因群についても , Hannan and Freeman（1977）にて列挙されている項
目をそのまま質問項目として採用している。従って , 本研究においては LOC, 組織変化を阻害




ろ , 付録で示すように .851（革新的イノベーション実績）～ .946（双方向コントロール）と , 
十分な値であった。組織変化を阻害する要因の信頼性係数については , 「内部制約」が .699, 
「外部圧力」が .689 と , 他に比べて若干低い値を示しているが , 探索的研究では許容範囲とさ





ハーマンの単一因子テストを行った（Podsakoff and Organ, 1986）。具体的には , 全ての変数
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に対して主因子法（回転なし）による探索的因子分析を行った。その結果 , 固有値が 1 以上
の 7 つの因子が抽出され , かつ最大固有値を有する単一の第 1 因子によって説明される全観
測変数の分散の割合は 39.6% と , 50% に満たない程度で低かった。従って , 本研究におけるコ
モン・メソッド・バイアスの影響は深刻ではないと判断した。
5　結果







　構造方程式モデリングの結果は表 3 の通りである。仮説 1a および 1b, 仮説 2a, 2b および
2c, ならびに仮説 3a, 3b, 3c および 3d は支持された。仮説 4 については , 慣性の外部圧力と双
方向コントロールとの関連性が有意でなかった以外は , 全て正かつ有意の関係性が確認され
た。従って , 仮説 4b および 4c は支持され , また仮説 4a は部分的に支持される結果となった。
以上の結果を受けて修正した仮説モデルが図 2 である。モデルの適合度を検証した結果 , 適
合度指標は , GFI=.969, AGFI=.923, CFI=.979, RMSEA=.075 と良好な値を示した。従って , 本
研究の分析結果として図 2 に示すモデルを最終的なモデルとして採択した。
6　考察
　以上述べた分析結果から , 大きく以下 2 点の新たな発見があった。
　第 1 に , LOC と組織変化の阻害要因が相互に関連性を持つことが明らかになった。具体的
には , 「外部からの圧力」が大きくなるほど LOC の活用が促進され , 促進された LOC がさ
らにもう一つの阻害要因である「内部の制約」を増大させることが分かった。すなわち , 外
部環境からの刺激を受けた LOC の活用促進は組織内部の制約を強め , それによって組織の
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明らかになった 4 つのコントロール・レバーの活用と構造的慣性の複雑な調整関係（新改 , 
2018b）とも整合する。
　MC は , マネジャーが組織行動のパターンを維持または変更させるために用いる , フォー
マルな情報に基づいた手順や手続きである（Simons, 2000）。それと同時に , 経営資源の消
費を伴う組織内プロセスとも言える。具体的には , 経営者の関心を独占してしまうコスト
（Widener, 2007）や , MC の仕組みを導入するためのシステム投資や人件費 , 部門や役職間の
調整コスト , さらに経営資源が限られていることから発生する MC 活用時の機会損失などが
挙げられよう。MC を促進するほど増大するこれらのコストによって , 組織の相対的な変化
が遅くなっている可能性がある。






ることを考慮すると , 実際は変化が阻害された状態でのイノベーション成功であり , その成功
自体が経営者・役員の思い込みの可能性もある。この場合 , MC を積極的に活用するほど組
織へかの阻害要因が増大し , 事業戦略レベルのパフォーマンスの水準が相対的に低下してい
ることを経営者・役員が認識できず , 意識することなく全体の業績が低下していく , という状
態に陥る可能性がある。
　しかしその一方で , 逆のメカニズムも想定することが可能である。規制緩和や情報公開な
ど , 組織への圧力を減少させるような外部環境の変化が発生すれば , LOC 活用は限定的なも
のになり , それに伴って組織内部の制約も弱くなる。その結果として , 組織変化の阻害要因が
減少していくことも考えられよう。この観点では , MC の積極的な活用やその改良といった
経営努力では , 組織変化の阻害要因を減少させることは困難であり , その実現可能性はあくま
でも外部環境の変化の方向性と強さに依存する , ということになる。
　第 2 に , MC としての LOC の新たな働きが発見された。まず , 境界コントロールについて , 
Widener（2007）, 飛田（2012）の先行研究とは異なり , 診断コントロールおよび双方向コン
トロールとの正の関連性が明らかになった。 境界コントロールが規定した組織メンバーの行
動・判断の基準が診断コントロールを活用する際の評価基準として設定されるという関係性



















　本研究では , 組織コンテクストとしての組織変化の阻害要因と MC としての LOC, および
組織パフォーマンスの関係性を , 構造方程式モデリングによって探索した。その結果 , LOC
と組織の変化を阻害する組織内部の制約ならびに組織外部の圧力との間には相互作用が存在
する可能性があることがわかった。また , LOC 間の相互作用について , 新たな関係性が存在
することを明らかにした。
　本研究の主な貢献は次のとおりである。第 1 に , 既存研究で取り扱われていない組織コン
テクストである組織変化の阻害要因と LOC の関係性を定量的に探索し , 新たな仮説を発見し
たことで , 既存の LOC 研究の拡張を行うことができた . 具体的には , LOC を活用する経営活
動の背後に組織変化の阻害要因が存在し , それが LOC と相互作用を起こすことによって , 無
自覚のうちに組織全体のパフォーマンスが低下していくという現象が存在するという仮説を
導出した。MC と組織コンテクストの関わりについての研究は蓄積されてきているが , それ
について新たな方向性の一端を示すことができたと考えている。第 2 に , 組織の経営者や役
員といった経営陣が無意識のうちに陥る可能性のある実務的な課題に対して , MC すなわち
戦略実行プロセスの側面から論じることができた。本研究のコンテクストにおける実務上の
課題の一つに , 自組織のパフォーマンスに対する経営陣の自己評価が実態よりも高く , 他の組
織との相対的比較では低い水準に甘んじているにもかかわらずそれに気づいていないことが
― 15 ―
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挙げられる。MC と組織変化の阻害要因の関係性が明らかになったことにより , この状況を
改善・予防するコントロールを開発して既存の MC に組み込むことができれば , 当該課題の
解決へ向けての第一歩になるだろう。
　一方で , 本研究には複数の残された課題がある。第 1 に , コントロール・レバー間の相互
作用が一方向であり , Simons（1995）が指摘するコントロール・レバー間の緊張関係を検討
するには至っていない。この緊張関係をより織り込んだ形でモデルを検討することが重要で
あろう。第 2 に , 収集したデータにサンプリング・バイアスが発生している可能性がある。
本稿では調査会社を通したインターネット質問票調査によってサンプルを収集しているが , 
収集されたサンプルは業種の分布が偏っており , 日本の全産業の分布を表すものではない。
従って , 本研究の結果をもって一般化を行うことは困難である。今後の展望としては , 日本の
全上場企業に対して質問票を送付し , 回収したデータを用いて追加の分析のほか , 特定企業に
対して数年間にわたる事例研究を行うことが考えられるだろう。
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Management Control （MC） is a formal, information-based procedure or procedure used by managers 
to maintain or change patterns of organizational behavior in order to motivate members and induce 
them to perform desired behaviors to achieve organizational objectives. The purpose of this study was 
to explore the mechanisms associated with Simons' （1995） Levers of Control （LOC） as an MC and 
organizational performance and the impediments to organizational change that have been argued to 
occur by focusing on inertia as a structural characteristic of the organization. The results of structural 
equation modeling suggest that there is a positive relationship between the use of LOC and the 
external and internal factors that hinder organizational change, and that there is a different interaction 
between LOC and internal factors. It was hypothesized that the hindrance to organizational change 
would increase with the active use of LOCs.
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